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五
つ
の
特
別
会
計
の
決
算

　市
の
会
計
に
は
、
一
般
会
計

と
は
別
に
、
特
定
の
収
入
で
特

定
の
支
出
を
賄
う「
特
別
会
計
」

が
あ
り
ま
す
。

　こ
の
特
別
会
計
は
、
事
業
の

収
支
を
明
確
に
す
る
た
め
、
そ

れ
ぞ
れ
の
会
計
で
決
算
が
行
わ

れ
て
い
ま
す
。

■
国
民
健
康
保
険

　加
入
者
が
納
め
る
国
民
健
康

保
険
税
や
県
か
ら
の
交
付
金
な

ど
を
主
な
財
源
と
し
て
、
医
療

給
付
や
各
種
保
健
事
業
を
実

施
。
令
和
元
年
度
の
被
保
険
者

は
１
万
９
１
２
８
人
で
前
年
度

と
比
較
し
て
７
３
６
人（
３
・
７

㌫
）減
少
し
ま
し
た
。

　市
が
支
払
う
保
険
給
付
費
は

61
億
７
１
１
２
万
円
で
、
前
年

度
と
比
較
し
て
５
０
５
０
万
円

（
０
・
８
㌫
）減
少
し
ま
し
た
。

■
後
期
高
齢
者
医
療

　後
期
高
齢
者
医
療
保
険
料
や

市
の
負
担
金
を
主
な
財
源
と
し

て
、
各
種
申
請
や
届
け
出
の
受

け
付
け
、
保
険
料
の
徴
収
な
ど

を
行
い
ま
し
た（
事
務
は
、
運

営
主
体
で
あ
る
岩
手
県
後
期
高

齢
者
医
療
広
域
連
合
と
分
担
し

て
い
ま
す
）。

　令
和
元
年
度
の
被
保
険
者
は

１
万
７
６
２
７
人
で
、
前
年
度

と
比
較
し
て
56
人（
０
・
３
㌫
）

増
加
し
ま
し
た
。

　市
が
支
払
う
医
療
給
付
費

相
当
額
は
10
億
５
８
４
８
万

円
で
、
前
年
度
と
比
較
し
て

３
７
１
６
万
円（
３
・
６
㌫
）増
加

し
ま
し
た
。

■
介
護
保
険

　介
護
保
険
料
や
国
・
県
・
市
の

負
担
金
な
ど
を
主
な
財
源
と
し

て
、
介
護
給
付
や
総
合
事
業
に

お
け
る
介
護
予
防
・
生
活
支
援

な
ど
に
取
り
組
み
ま
し
た
。

　令
和
元
年
度
末
の
65
歳
以
上

の
高
齢
者
は
３
万
２
２
５
１

人
、
本
市
の
人
口
に
占
め
る
割

合
は
34
・
１
㌫
と
な
り
、
前
年

度
と
比
較
し
て
０
・
４
ポ
イ
ン

ト
上
昇
し
て
い
ま
す
。

　ま
た
、
要
介
護
な
ど
の
認

定
者
６
３
２
４
人
の
う
ち
、

５
０
９
６
人（
80
・
６
㌫
）
が
介

護
サ
ー
ビ
ス
を
利
用
し
ま
し

た
。

　

　市
が
支
払
う
保
険
給
付

費
は
95
億
５
１
３
０
万
円

で
、
前
年
度
と
比
較
し
て

１
億
２
０
４
８
万
円
増
加
し
ま

し
た
。

■
公
設
地
方
卸
売
市
場
事
業

　施
設
使
用
料
や
売
上
高
に
応

じ
た
使
用
料
を
主
な
財
源
と
し

て
、
公
設
地
方
卸
売
市
場
を
運

営
し
ま
し
た
。

　生
鮮
食
料
品
の
安
定
供
給
に

努
め
、
青
果
物
５
９
７
７
㌧
、

水
産
物
２
１
９
６
㌧
の
取
扱
高

が
あ
り
ま
し
た
。

■
汚
水
処
理
事
業

　公
共
下
水
道
や
農
業
集
落
排

水
の
集
合
処
理
区
域
を
除
く
地

域
を
対
象
と
し
て
設
置
し
て
い

る
、
戸
別
浄
化
槽
１
２
４
３
基

の
維
持
管
理
を
行
い
ま
し
た
。

■
下
水
道
事
業

　公
共
下
水
道
事
業
と
農
業
集

落
排
水
事
業
は
、
下
水
道
事
業

会
計
で
一
体
的
に
管
理
し
て
い

ま
す
。

　公
共
下
水
道
事
業
は
、
下
水

道
使
用
料
を
主
な
財
源
と
し
て

維
持
管
理
を
行
い
、
ま
た
、
国

補
助
金
な
ど
を
主
な
財
源
と
し

て
下
水
道
施
設
の
整
備
を
行
い

ま
し
た
。

　

　令
和
元
年
度
は
、
大
畑
地
区

や
北
湯
口
地
区
な
ど
５
地
区
で

排
水
管
の
布
設
工
事
を
行
い
、

下
水
道
整
備
区
域
を
拡
大
し
ま

し
た
。
ま
た
、
下
水
道
整
備
を

終
え
た
区
域
内
で
水
洗
化
の
促

進
に
努
め
た
結
果
、
水
洗
化
率

は
85
・
６
㌫
と
な
り
ま
し
た
。

　農
業
集
落
排
水
事
業
は
、
農

業
集
落
排
水
施
設
使
用
料
を
主

な
財
源
と
し
て
維
持
管
理
を
行

い
、
ま
た
、
県
の
補
助
金
を
主

な
財
源
と
し
て
処
理
場
の
設
備

更
新
を
行
い
ま
し
た
。

　農
業
集
落
排
水
施
設
は
、
市

内
農
村
部
14
地
区
で
汚
水
処
理

を
行
っ
て
お
り
、
全
て
の
地
区

で
整
備
が
完
了
し
、
供
用
し
て

い
ま
す
。

　供
用
区
域
内
で
水
洗
化
に
努

め
た
結
果
、
水
洗
化
率
は
86
・

１
㌫
と
な
り
ま
し
た
。

会計名 歳　入 歳　出 差引残額

国民健康保険 85億6,965 85億6,783 182

後期高齢者医療 21億5,434 21億5,335 99

介護保険 106億3,715 105億3,352 1億  363

公設地方卸売市場事業 1億2,662 1億2,519 143

汚水処理事業 1億  278 1億  188 90

合　計 215億9,054 214億8,177 1億  877

【特別会計決算の総括表】

項　目 公共下水道事業 農業集落排水事業

収益的
収支

（税抜き）

収入 23億8,668 9億7,590

支出 23億2,386 9億7,138

純利益 6,282 452

資本的
収支

（税込み）

収入 17億4,704 5億7,394

支出 27億3,903 9億9,379

不足分（※） 9億9,199 4億1,985

【下水道事業会計決算の状況】

※不足分は、当年度分の留保資金などから補てん

（単位：万円）

特
別
会
計

公
営
企
業
会
計

（単位：万円）
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全
項
目
で
健
全
化
基
準
を

ク
リ
ア

　財
政
状
況
が
良
好
か
ど
う
か

を
示
す
指
標
に
、
財
政
健
全
化

判
断
比
率（
４
分
類
）と
資
金
不

足
比
率
が
あ
り
ま
す
。

　国
が
示
す
こ
の
指
標
の
判
断

基
準
に
よ
り
、
市
の
財
政
が▲

健
全
団
体▲

早
期
健
全
化
団
体

（
要
注
意
状
態
）▲

財
政
再
生
団

体（
破
た
ん
状
態
）―
の
い
ず
れ

の
状
態
に
あ
る
か
、
ま
た
各
会

計
の
経
営
が
ど
う
い
う
状
態
に

な
っ
て
い
る
の
か
を
判
断
す
る

こ
と
が
で
き
ま
す
。

　こ
の
指
標
の
う
ち
一
つ
で
も

基
準
値
以
上
に
な
っ
た
場
合

引
き
続
き

財
政
の
健
全
化
を
推
進

　本
市
全
体
の
地
方
債（
借
金
）

の
令
和
元
年
度
末
現
在
高
は
、

前
年
度
末
と
比
べ
、
お
よ
そ

６
億
円
減
少
し
て
い
ま
す
。

　ま
た
、
主
な
基
金（
貯
金
）の

令
和
元
年
度
末
現
在
高
は
、
前

年
度
と
比
べ
、
お
よ
そ
９
億
円

減
少
し
て
い
ま
す
。

は
、
そ
れ
ぞ
れ
法
で
定
め
ら
れ

た
計
画
の
策
定
を
行
い
、
財
政

の
健
全
化
に
向
け
取
り
組
ん
で

い
く
必
要
が
あ
り
ま
す
。

　本
市
で
は
、
基
準
値
を
超
え

る
項
目
は
な
く
、
財
政
状
況
は

健
全
で
あ
る
と
言
え
ま
す
が
、

今
後
も
引
き
続
き
無
駄
の
な
い

財
政
運
営
に
努
め
、
一
層
の
財

政
の
健
全
化
に
取
り
組
ん
で
い

き
ま
す
。

財
政
状
況

区　分 花巻市
早期健全化

基準
財政再生

基準

実質赤字比率 ―  ㌫ 11.93 ㌫ 20 ㌫

連結実質赤字比率 ―  ㌫ 16.93 ㌫ 30 ㌫

実質公債費比率 9.3  ㌫ 25 ㌫ 35 ㌫

将来負担比率 81.2  ㌫ 350 ㌫

会計名 花巻市 経営健全化基準

公設地方卸売市場事業 ― ㌫ 20 ㌫

汚水処理事業 ― ㌫ 20 ㌫

【財政健全化判断比率】

【資金不足比率】
注 １…表中、各基準

は国が示した数値
です

注 ２…赤字額、資金
不足がない場合
は、「－㌫」で表し
ています

用
語
解
説

▲

実質赤字比率／普通会計（一般会計など）の赤字比率

▲

連結
実質赤字比率／市の全ての会計（普通会計・特別会計・公営企業
会計）を含めた赤字比率

▲

実質公債費比率／市の全ての会計に
一部事務組合などの会計を含めたもので、公債費の財政負担
を見るための比率

▲

将来負担比率／市のすべての会計と一部
事務組合などの会計に第３セクターなどの会計を含めたもの
で、普通会計が将来、財政負担する実質的な負債（借入金残高
など）をみるための比率

▲

資金不足比率／特別会計などの事業
の規模に対する資金不足額の比率

■地方債（借金）現在高の推移
※一般会計と特別会計・公営企業会計の合計額
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▲

決算や財政状況については、本館財
政課へお問い合わせください

▲

令和元
年度決算書、実施した事業の概要や成
果をまとめた資料は、本館財政課や各
総合支所地域振興課、各市立図書館、
各振興センターに備え付けているほ
か、市ホームページに掲載しています▲

市の職員が予算や決算などの説明に
伺う「ふれあい出前講座」もあります

決算などについて、詳しくは

令和元年度決算・財政状況/【問い合わせ】 本館財政課（☎41-3517）

・・・

・・・

■主な基金（貯金）現在高の推移
※財政調整基金、減債基金、まちづくり基金の合計額
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